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もんじゅ再開延期に対しての原水禁声明

　

日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構と略）は、１９９５年１２月のナトリウム漏れ事故により停止している高速増殖炉もんじゅ（敦賀市）の今年２月の運転再開を大幅に延長することを明らかにした。屋外排気ダクトのトラブルやナトリウム検知器の誤警報の続発などへの対応が長期化し、施設全体の安全確認試験の遅れが理由とのこと。改造工事の開始後もんじゅの工程変更は、０８年５月、同年１２月、０９年２月とずれ込み、さらに今回で４度目の延期となる。まさに泥縄的な対応で工事を進めていたことを証明するものである。今後も安全性や信頼性に大きな不安を残す原子力機構の対応である。これによりプルトニウム利用政策のほころびがさらに拡大した。

もんじゅには、これまでに９０００億円を超える莫大な費用が投入され、さらに運転再開後は、毎年２００億円強をかけて１０年間程度稼働させる予定でいる。しかし、もんじゅの後継となる「実証炉」では、炉型の変更も含め大幅に設計が変わる可能性が大きく、もんじゅの運転経験から得るものは少ないともいわれている。１０年間で２０００億円をかける意味も失われ、さらに運転再開にむけて莫大な経費が浪費されることを考えると、もんじゅの運転再開は莫大な無駄を拡大するものである。さらにこの先、事故や故障などのトラブルも心配され、それへの費用の浪費も懸念される。

この間、もんじゅの直下の１キロのところに活断層が新たに確認された。これまで原発は「活断層の上に作らない」としていただけに、あらたな活断層の存在は、原発震災の危険を警告するものである。

現在、六ヶ所再処理工場は、高レベル放射性廃棄物のガラス固化工程での失敗で完成の目途も立たず、高速増殖炉に関係する第２再処理工場の建設の目途はさらに立っていません。その上、高レベル放射性廃棄物処分場の問題さえ進展していないのも現状である。また日本は、余剰プルトニウムを持たないことを国際公約にしプルトニウム利用計画を進めようとしていますが、その計画そのものがすでに破綻をしている。さらに高速増殖炉で新たなプルトニウムをつくりだすことは、核拡散につながりかねず、国際的にも許されない。プルトニウム利用政策そのものの根幹がすでに崩壊している中で、もんじゅを含む高速増殖炉路線をこのまま進める理由はもはやありません。

無駄で危険なもんじゅの運転再開は、資金と資源のむだであり、国際的にも大きな問題となる。だからこそ私たちは、もんじゅの運転再開を断念し、プルトニウム利用政策を根本的に転換することを強く求めるものである。
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